土砂災害に備えて

災害時要援護者施設用

土砂災害時の避難確保計画ひな形

施設名
令和　　年　　月

土砂災害時の避難確保計画
１　避難確保計画を作成する目的等
（１）計画の目的

この計画は、（　　　施設名　　　）近隣で土砂災害の発生又は発生のおそれがある場合に円滑かつ迅速に避難を開始し、土砂災害の危険から人命を守り、被害の軽減に資することを目的に作成するものである。
（２）計画の適用範囲

ア　この計画は、（　　　施設名　　　）に勤務又は利用する全ての者に適用する。

イ　施設の状況

	延べ床面積　※１
	人　　　　　数
	構　造
※２

	
	平日
	休日
	

	
	利用者
	施設職員
	利用者
	施設職員
	

	地上１階
	m2
	m2
	昼間

約　  　名
	昼間

約　 　  名
	昼間

約　  　名
	昼間

約　  　名
	鉄骨鉄筋コンクリート

鉄筋コンクリート
木造、プレハブ、軽量鉄骨
その他（　　　　　）
○階建ての○～○階を使用

※３

	地上２階
	m2
	
	
	
	
	
	

	地上３階
	m2
	
	夜間

約　  　名
	夜間

約　   　名　　
	夜間

約　  　名
	夜間

約　  　名
	

	地上４階
	m2
	
	
	
	
	
	


※１　使用している階及び合計の延べ床面積を記入してください。
※２　施設の構造で該当するものを囲ってください。その他の場合は（　）内に構造を記入してく
　　ださい。
※３　入居者は〇～〇階を使用している。

（３）施設の所有者又は管理者の責任

災害時要援護者施設の所有者又は管理者（以下、「施設管理者等」という。）は、本計画に基づき施設職員を指揮し、土砂災害の危険から施設利用者等の人命を守り、被害の軽減に努める責任を有するものとする。
（４）施設職員の責任
施設職員は、本計画に基づき施設管理者等の指揮のもとで、土砂災害の危険から施設利用者等の人命を守り、被害の軽減に努める責任を有するものとする。

（５）施設利用者等の責任
施設利用者等は、施設管理者等及び施設職員の指示のもとで、土砂災害から身を守るための避難等を行うものとする。
２　土砂災害警戒区域の把握
（１）周辺地図

（　　　施設名　　　）周辺の土砂災害警戒区域
は次のとおりである。


※「ガイドマップかわさき」から検索した画面を印刷し、施設所在地に着色したものを貼付してください。

（２）施設の立地と土砂災害警戒区域の関係
（　　　施設名　　　）は、崖の（　上　／　下　）に立地しており、（　庭、駐車場等だ
けが　／　建物の一部が　／　建物の半分以上　／　建物のすべて　）
が（土砂災害警戒区域　
／　土砂災害特別警戒区域　）にかかっている。
３　防災体制
（１）防災体制の確立

　　　　防災体制は、次のとおりとする。
（早期の避難が必要な施設の場合（例：立ち退き避難が必要な場合、屋内安全確保(垂直避難)は可能だが施設利用者をご家族に引渡す場合など概ね避難に２時間以上かかる場合））
	体制区分
	体制の判断時期
	活動内容
	対応要員


	平 常 時
	
	・避難確保計画、緊急連絡網の更新

・備蓄品の整備・点検・管理

・防災教育・訓練の企画実施
	施設管理者等（代理者）

	
	
	
	統括・情報班

	
	
	
	避難誘導班

	注意体制
	・大雨、台風に関する防災気象情報
発表
【警戒レベル１】
・大雨等に関する早期注意情報（警報級の可能性）発表

【警戒レベル２】

・大雨注意報発表
	・防災体制・施設職員の参集判断
・通所型施設の事前休業の判断

	施設管理者等（代理者）

	
	
	・防災気象情報の収集・伝達
	統括・情報班

	警戒体制
	【警戒レベル２相当情報】
・施設所在地に土砂キキクル
注意（黄色）が現出
【警戒レベル３相当情報】

・大雨警報（土砂災害）発表
	・防災体制・施設職員の参集判断
	施設管理者等（代理者）

	
	
	・防災気象情報・避難に関する情報の収集・伝達

・施設利用者家族への連絡
	統括・情報班

	
	
	・使用する資器材の準備
	統括・情報班
避難誘導班

	
	
	・施設利用者への状況説明

・施設利用者移動手段の確保

・周辺住民等への事前協力依頼等
	避難誘導班

	非常体制
	【警戒レベル３相当情報】
・施設所在地に土砂キキクル警戒（赤色）が現出

【警戒レベル３】

・高齢者等避難の発令
【警戒レベル４相当情報】
・土砂災害警戒情報発表

・施設所在地に土砂キキクル危険（紫色）が現出

【警戒レベル４】
・避難指示の発令
・崖崩れの前兆現象確認
	・防災体制・施設職員の参集判断

・通所型施設の臨時休業の判断
・避難の判断
	施設管理者等（代理者）

	
	
	・避難場所の開設状況の確認

・避難を行う際の区役所等への連絡
	統括・情報班

	
	
	・施設利用者の避難誘導
・施設利用者の引渡し
	避難誘導班


（避難に長時間かからない施設の場合(例：屋内安全確保(垂直避難)が可能で、施設利用者をご家族に引渡さない場合など概ね避難に２時間かからない場合)
	体制区分
	体制の判断時期
	活動内容
	対応要員

	平 常 時
	
	・避難確保計画、緊急連絡網の更新

・備蓄品の整備・点検・管理

・防災教育・訓練の企画実施
	施設管理者等（代理者）

	
	
	
	統括・情報班

	
	
	
	避難誘導班

	注意体制
	・大雨、台風に関する防災気象情報
発表
【警戒レベル１】
・大雨等に関する早期注意情報（警報級の可能性）発表

【警戒レベル２】

・大雨注意報発表
【警戒レベル２相当情報】
・施設所在地に土砂キキクル
注意（黄色）が現出
	・防災体制・施設職員の参集判断

	施設管理者等（代理者）

	
	
	・防災気象情報の収集・伝達
	統括・情報班

	警戒体制
	【警戒レベル３相当情報】
・大雨警報（土砂災害）発表
・施設所在地に土砂キキクル警戒（赤色）が現出

【警戒レベル３】

・高齢者等避難の発令

	・防災体制・施設職員の参集判断
	施設管理者等（代理者）

	
	
	・防災気象情報・避難に関する情報の収集・伝達

・施設利用者家族への連絡
	統括・情報班

	
	
	・使用する資器材の準備
	統括・情報班
避難誘導班

	
	
	・施設利用者への状況説明

・施設利用者移動手段の確保

・周辺住民等への事前協力依頼等
	避難誘導班

	非常体制
	【警戒レベル４相当情報】
・土砂災害警戒情報発表

・施設所在地に土砂キキクル危険（紫色）が現出
【警戒レベル４】
・避難指示の発令
【警戒レベル４以上相当情報】

・記録的短時間大雨情報

【警戒レベル５相当情報】

・大雨特別警報
・施設所在地に土砂キキクル災害切迫（黒色）が現出
【警戒レベル５】

・緊急安全確保の発令
・崖崩れの前兆現象確認
	・防災体制・施設職員の参集判断

・避難の判断
	施設管理者等（代理者）

	
	
	・避難場所の開設状況の確認

・避難を行う際の区役所等への連絡
	統括・情報班

	
	
	・施設利用者の避難誘導
	避難誘導班


（２）班構成
　　　　各職員の班構成は、次のとおりとする。
	班名
	昼間
	夜間

	施設管理者等
	施設管理者の職名又は氏名

（代行者
：　　　　　　　　　）

	統括・情報班
	担当する職員の職名又は氏名

	担当する職員の職名又は氏名


	避難誘導班
	担当する職員の職名又は氏名

	担当する職員の職名又は氏名



注：班員が複数いる場合は班長を指名してください。
（３）外部連絡先一覧
　　　　外部の連絡先は、次のとおりとする。
	機関名
	連絡先

	○○区役所
	○○区××１－２－３　　Tel 000-0000

	消防署
	

	警察署
	

	小学校

	

	中学校
	

	
	

	
	


（４）施設内の緊急連絡網
　　　施設内の緊急連絡網は、「〇〇（施設名）の緊急連絡網」
によるものとする。
４　災害情報の収集・伝達
災害情報の入手方法は、次のとおりとする。
（１）情報収集

ア　収集する情報
（ア）土砂災害に関する防災気象情報（気象情報、早期注意情報（警報級の可能性）（大雨・暴風）、気象警報・注意報（大雨・暴風）、土砂災害警戒情報、土砂キキクルなど）
（イ）行政機関からの情報（避難場所の開設、高齢者等避難、避難指示などの避難に関する情報など）

イ　収集手段

（ア）「メールニュースかわさき」の「防災気象情報」に登録して川崎市からのメールを受け取る。（市内の防災、気象、災害等に関する情報）
メールニュースかわさきの登録者
は次のとおりである。
　　　　　　①　　職名又は
氏名　　　　（　　　所属（部署）　　　）

　　　　　　②　　職名又は氏名　　　　（　　　所属（部署）　　　）

　　　　　　③　　職名又は氏名　　　　（　　　所属（部署）　　　）
（イ）緊急速報メールを受信する。（高齢者等避難・避難指示等の発令に関する情報、土砂災害警戒情報（必要に応じて）など）
（ウ）川崎市からのＦＡＸを受信する。（高齢者等避難、避難指示等の発令に関する情報）
（エ）川崎市HP「防災情報ポータルサイト」を確認する。（市内の災害に関する緊急情報や被害情報、避難に関する情報など）
（オ）テレビ、ラジオ等から情報を収集する。
（カ）防災行政無線（サイレン）に注意する。（高齢者等避難・避難指示等の発令に関する情報など）
（キ）気象庁HPの「あなたの街の防災情報」

を確認する。（気象情報、早期注意情報（警報級の可能性）（大雨・暴風）、気象警報・注意報、土砂災害警戒情報、土砂キキクルなど）
（ク）施設周辺等の状況を目視で確認する。
ウ　停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話の活用が重要になるので、これに備えて、乾電池、バッテリー等を備蓄する。

（２）情報伝達

【立ち退き避難の場合】

ア　土砂災害に関する防災気象情報、行政機関からの避難に関する情報等が発表された場合
「施設内緊急連絡網」に基づき、施設内関係者間で共有する。
イ　 警戒体制から非常体制に移行するおそれがある場合
（ア）「施設利用者家族緊急連絡網」に基づき、家族に対し、「非常体制に移行した場合には○
○へ避難する。《非常体制に移行した場合には○○へ避難し、施設利用者の引渡しを速やか
に行う。》
」旨を連絡する。
（イ）所管する区役所（所管課）及び協力を得られる周辺住民にも同様に連絡する。
ウ　非常体制に移行し、避難する場合
（ア）所管する区役所（所管課）に「これより、○○に避難する。」旨を連絡する。
（イ）「施設利用者家族緊急連絡網」に基づき、家族に対し、「非常体制に移行し、○○へ避難
する。《非常体制に移行し、○○へ避難する。施設利用者引渡し開始については、追って別途連絡する。》」旨を連絡する。
エ　避難《施設利用者の引渡し》を完了した場合
（ア）所管する区役所（所管課）に避難《施設利用者の引渡し》が完了した旨を連絡する。
（イ）「施設利用者家族緊急連絡網」に基づき、家族に対し、「避難が完了した。《避難が完了し
た、これより○○において施設利用者の引渡しを行う。》」旨を連絡する。
【屋内安全確保（垂直避難）の場合】

ア　土砂災害に関する防災気象情報、行政機関からの避難に関する情報等が発表された場合
「施設内緊急連絡網」に基づき、施設内関係者間で共有する。
イ　 警戒体制から非常体制に移行するおそれがある場合
（ア）「施設利用者家族緊急連絡網」に基づき、家族に対し、「非常体制に移行した場合には○○へ避難する。《非常体制に移行した場合には、本施設において速やかに施設利用者の引渡しを行う。本地域が警戒レベル４（相当情報を含む）(避難指示の発令、土砂災害警戒情報の発表、土砂キキクル危険(紫色)の現出等）へ移行した場合は〇〇へ避難する。》
」旨を連絡する。
（イ）所管する区役所（所管課）及び協力を得られる周辺住民にも同様に連絡する。
ウ　非常体制に移行し、避難する場合
（ア）所管する区役所（所管課）に「これより、○〇に避難する。《これより、本施設において施設利用者の引渡しを行う。本地域が警戒レベル４（相当情報を含む）へ移行した場合は〇〇へ避難する。》」旨を連絡する。
（イ）「施設利用者家族緊急連絡網」に基づき、家族に対し、「非常体制に移行し、これより本
施設において施設利用者の引渡しを行う。本地域が警戒レベル４へ移行した場合は〇〇へ避難する。》」旨を連絡する。
エ　避難《施設利用者の引渡し》を完了した場合
所管する区役所（所管課）に避難《施設利用者の引渡し》が完了した旨を連絡する。
５　避難誘導

（１）避難場所・避難経路（立ち退き避難）

　　　・避難場所は（　　　　○○　　　　）、（　　　△△　　　　）とする。
・避難場所への避難経路は、次のとおりとする。

※避難経路を記入した地図を作成し、貼付してください。
（２）避難場所・避難経路（屋内安全確保）
　　　・屋内安全確保を行う場合
又は避難する段階で、周辺の道路の冠水・閉鎖や暴風などにより、外への移動がかえって危険な場合は、○階の○○へ移動する。


・○○への移動経路は、次のとおりとする。

※施設内の避難場所及び移動経路を記入した図を作成し、貼付してください。
（３）避難手段等
・施設管理者等は実際に避難するときに備えて、施設利用者情報（名前、生年月日、連絡先、移動上の注意等）を整理しておく。

・施設内の各部屋より避難完了確認のため、未避難者の有無を確認する。

・施設管理者等は、施設利用者の状況ごとにあらかじめ移動方法を定めておく。
・施設利用者の引渡しを確実に行うものとする。

	施設利用者の状況

	移動方法


	（例）短い距離は歩行できる者
	（例）徒歩により玄関集合後、マイクロバスにて避難場所へ移動


	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


６　避難の確保を図るための施設の整備
情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材及び備蓄品については次の表のとおりとする。

これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。

	区分
	品目

	非常
持出
	数量
	保管場所
	直近の有効期限

（確認時期）

	情報収集・伝達
	（例）名簿、連絡網
	可
	1
	事務室
	令和××年　○月

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	避難誘導

	（例）懐中電灯
	可
	10
	事務室、各室
	令和××年　○月

	
	（例）車両
※
	可
	2
	駐車場
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	備蓄品
	（例）お米
	可
	50Kg
	保管場所
	令和××年　○月

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※避難所までの移動手段として車両も考慮してください。ただし、避難所には駐車場はありません。
７　平常時のチェックリスト
施設管理者等は次のチェックリストを定め、定期的に施設及び施設周辺などを点検する。
	確認事項

	状況
	対応

	（例）避難経路の安全確保
	○
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


８　土砂災害に関する研修・防災訓練・報告
（１）土砂災害に関する研修
　　　　防災体制に関する次の事項を職員に教育し、情報伝達や避難などの重要性を理解させる。

　　ア　土砂災害の危険性などの啓発教育

（ア）最近発生した土砂災害の事例を教育する。

（イ）敷地内や避難経路沿いの土砂災害警戒区域の場所を周知する。

イ　防災体制の周知

　　　　防災体制に応じた参集範囲、緊急連絡網、活動内容及び役割分担の教育を行う。

ウ　情報伝達体制

（ア）情報の種別

防災気象情報及び避難に関する情報の種類についての教育を行う。

（イ）情報の収集
防災気象情報及び避難に関する情報をどの様な手段で収集し伝達するか周知する。

　　エ　避難判断・避難手順など
（ア）避難の判断と重要性

崖崩れの前兆現象や高齢者等避難など避難の判断基準を教育する。

（イ）避難手順

実際に避難するときの役割分担などを周知する。
（ウ）施設利用者の引渡し

　　　　　引渡しの時期・場所・要領などについての教育及び家族などへの説明を行う。　　

オ　研修の実施月は、５月
とする。
（２）防災訓練の実施

　　　　防災訓練を土砂災害に関する研修時期に合わせて実施し、情報伝達や避難誘導を実際に行うことで、本計画の運用に支障がないかの検証や確認をし、必要に応じて適宜修正を行う。
（３）防災訓練の実施結果報告

本計画に基づく訓練等を実施した後には、市へ訓練実施結果を報告する。
（入力フォームは、市HPにおいて「避難確保計画に基づく訓練実施結果報告」で検索する。）
本計画は以下の場合以外は修正計画のご提出は必要ございません。


受付登録した計画と共に、施設側の計画を最新の内容にしておいてください。


　　１　施設名の変更


　　２　住所の変更（住所表記の変更は含まず）


　　３　連絡先の変更（電話、ＦＡＸ）


　　４　避難時期・避難場所の変更











��コメントを消して印刷したい場合は、wordの校閲タブで変更履歴内のすべての変更履歴で「変更履歴／コメントなし」をクリックしてください。なお、コメントは削除されません。





�計画を作成する際は、削除してください。


�計画を作成する際は、削除してください。


�使用している階数を記入してください。


�入居者（施設内で宿泊や生活をしている人）がいる場合は入居者が使用している階数を記述してください。入居者がいない場合は削除してください。


�詳しくは「土砂災害ハザードマップ」、「ガイドマップかわさき」又は「神奈川県土砂災害警戒情報システム」で確認してください。


「ガイドマップかわさき」での確認要領は次のとおりです。


【ガイドマップかわさきＵＲＬ】


http://kawasaki.geocloud.jp/webgis/?mp=131&bt=0


①「住所」をクリックし、閲覧したい住所を区名から順にクリックしてください。最後まで入力すると該当の場所に移動します。正確な住所がわからない場合には町名及び数字の右にある［地図］をクリックすると大まかな場所を示すので活用してください。


②黄色で囲まれた区域が土砂災害警戒区域です。また、赤色で囲まれた区域が土砂災害特別警戒区域です。施設のどの場所が土砂災害警戒区域にかかっているのか、確認してください。





�


該当する箇所を〇で囲むか、該当しない箇所を削除してください。


�家族への引渡しがあるなど早期の避難が必要な施設（高齢者等避難の発令等警戒レベル３で避難する施設）と、家族への引渡しがなく避難に長時間かからない施設（避難指示の発令等警戒レベル４で避難する施設）の場合がありますので、どちらか一方を選択してください。選択しなかった防災体制は削除してください。


施設の実情に応じて適宜修正してください。


�施設で独自の組織を設置した場合には、それぞれ対応する組織を記述してください。�


�早期注意情報（警報級の可能性）、注意報・警報、氾濫情報、水位情報等の防災気象情報の注意喚起・警告内容についてはて、てびきP6～9を参照してください。


�事前休業の実施基準の例


・早期注意情報（警報級の可能性）の「中」又は「高」が発表されている場合


・大型台風の来襲が予想される場合


・公共交通機関の運休が予定されている場合など


�土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）は、大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で１ｋｍ四方の領域（メッシュ）ごとに５段階に色分けして示す情報です。常時１０分毎に更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、土砂キキクルにより、どこで危険度が高まっているかを把握することができます。


土砂キキクルは、土壌雨量指数等の２時間先までの予測値を用いて「今後の情報などに留意」（無色）、「注意」（黄）、「警戒」（赤）、「危険」（紫）、「災害切迫」（黒）の危険度を示しています。


「災害切迫」（黒）が出現した場合、土砂災害警戒区域などでは、命に危険が及ぶような土砂災害が切迫しているか、すでに発生している可能性が高い状況となります。


�早期注意情報（警報級の可能性）、注意報・警報、氾濫情報、水位情報等の防災気象情報の注意喚起・警告内容についてはて、てびきP6～9を参照してください。


�土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）は、大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で１ｋｍ四方の領域（メッシュ）ごとに５段階に色分けして示す情報です。常時１０分毎に更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、土砂キキクルにより、どこで危険度が高まっているかを把握することができます。


土砂キキクルは、土壌雨量指数等の２時間先までの予測値を用いて「今後の情報などに留意」（無色）、「注意」（黄）、「警戒」（赤）、「危険」（紫）、「災害切迫」（黒）の危険度を示しています。


「災害切迫」（黒）が出現した場合、土砂災害警戒区域などでは、命に危険が及ぶような土砂災害が切迫しているか、すでに発生している可能性が高い状況となります。


�職務によって役割を決めている場合は職名を記述することにより人が変わっても計画を修正する必要がなくなります。


�可能でしたら、施設管理者が不在の場合の代行者も別途決めてください。


�立ち退き避難する場合は避難先の学校等を記述してください。


�施設の緊急連絡網は個人情報の関係で市へ提出する計画には添付しないでください。


�メールニュースかわさきの登録者は必ず記入してください。


可能であれば、複数の人・施設を登録してください。登録項目について、市から配信する避難情報発令等の重要な情報を受信するために、「緊急情報」は必ず受信する設定にしてください。


�職名でも良いので追記しました。


��「あなたの街の防災情報」で「神奈川県」、「川崎市」を選択して、川崎市の大雨・洪水・高潮などの警報・注意報の発表洪水時などを確認してください。なお、「あなたの街の防砂情報使い方説明書」も確認して有効に活用してください。


�土砂災害の危険度がわかりますのでご確認ください。


�立ち退き避難の場合は、こちらの内容を参考に記述してください。次の屋内安全確保（垂直避難）の場合は削除してください。


��施設利用者の引渡しを行わない場合は「〇〇へ避難する。」にして《　》内は削除してください。


施設利用者の引き渡しを行う場合は《　》内にして、「〇〇へ避難する。」は削除してください。


以下、同様です。


�屋内安全確保（垂直避難）の場合は、こちらの内容を参考に記述してください。前の立ち退き避難の場合は削除してください。


�施設利用者の引渡しを行わない場合は「〇〇へ避難する。」にして《　》内は削除してください。


施設利用者の引き渡しを行う場合は《　》内にして、「〇〇へ避難する。」は削除してください。


以下、同様です。


�施設の実情に応じて適宜修正してください。


�次の様な場合は立ち退き避難をご検討ください。


●施設が崖の下にある場合


　1　土砂災害警戒区域が建物の一部でもかかっている木造・フレハブ、軽量鉄骨構造の施設


　2　土砂災害警戒区域が建物の全部にかかっている平屋建ての施設


　3　土砂災害警戒区域が建物の全部にかかっていて、土砂が到達するおそれがない上階に全員を収容できない場合、収容できない人達


●施設が崖の上にある場合


　原則すべての施設


�次の様な場合は屋内安全確保をご検討ください。


●施設が崖の下の場合


　1　鉄筋コンクリート（RC）、鉄骨鉄筋コンクリート（SRC）構造の堅固な建物で土砂災害警戒区域にかからない場所に全員が収容できる施設


　2　RC、SRC構造の堅固な建物で土砂災害警戒区域が建物の全部にかかっているが、土砂が到達する恐れがない上階に全員収容できる施設


�施設が崖の下にある場合は、崖の反対側で努めて上階の部屋を選定してください。


施設が崖の上にある場合は、崖の反対側の部屋を選定してください。


避難経路は努めて土砂災害警戒区域外の通路や階段を選定してください。


�本来は立ち退き避難をすべきであったが、避難し遅れた居住者等がとる次善の行動であるため、本行動をとったからとしても身の安全を確保できるとは限らない場合もありますので、このような状況に至る前に避難することが重要です。


�施設利用者の引渡しを行わない場合は削除してください。


�短い距離は歩行できるもの


自力での車イス移動が可能な者


自力での移動が困難な者　など


�徒歩、車いす、おんぶ紐、車両等具体的に記述してください。


�例は削除して記入してください。


�例は削除して貴施設で整備している主な物を記入してください。


�避難に使用できる車両がある場合は記述してください。


�点検するポイントとしては次のようなものがあります。


（ア）館内放送システムは正常に作動しているか


（イ）排水溝につまりはないか


（ウ）強風で折れそうな枝は剪定されているか


（エ）避難経路（非常階段や廊下など）が荷物でふ


　　　さがれてはいないか


（オ）施設利用者情報は最新なものか


（カ）緊急連絡網及び施設利用者家族の連絡先など


　　　は最新なものか


（キ）備蓄品は使用できることを確認しているか


（ク）防災行政無線は受信できるか


�施設利用者の引渡しがない施設は削除してください。


�貴施設が行う時期に変更してください。


�避難訓練等を年1回以上実施し、実施後は概ね1ヶ月以内に、入力フォーム（市ホームページにおいて、避難確保計画に基づく訓練実施結果報告で検索してください。）から報告をお願いします。（訓練内容を分けて複数日で実施する場合は最後にまとめて報告してください。）
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